労務プチ情報（Ｈ23年10月）

· 年金支給開始年齢の引き上げで「シニア起業」に拍車か？
高齢者雇用安定法が改正され、会社には平成18年4月1日から、段階的に65歳までの雇用を確保する措置を講じることが義務付けられています。この改正により平成25年4月1日以降に65歳を迎える人は、本人が希望すれば65歳までは何らかの形で雇用が確保されるはずでした。しかし、現実には労使協定などで再雇用の条件（過去数年間の勤務評価が一定基準以上など）を定義し、本人の希望とはうらはらに再雇用がかなわないケースが多くみられます。

厚生労働省の発表によりますと、平成23年6月の高年齢者雇用に関する調査結果では、65歳まで希望者全員が働ける会社の割合は前年比1.7ポイント上昇したものの、全体の47.9％にとどまっています。規模別にみると、従業員300人超の大企業が24％で従業員300人以下の中小企業が51％となっており、大企業の割合が低いのは、高齢者の雇用を増やすと若年者の雇用に影響が及び、組織全体の年齢構成に偏りが出てしまうことを懸念してのことと思われます。一方、中小企業の割合が高いのは、もともと年齢構成がいびつであること、若年者の採用がままならないため高齢者の活用に積極的であることなどがその要因として考えられます。

そもそも65歳までの雇用確保の措置義務は、年金の支給開始年齢の引き上げとリンクしており、引き上げに伴って無年金もしくは年金減となる期間を、会社に雇用してもらうことでその収入を確保することが目的でした。しかし、その目的が思うように達成できていないことを棚に上げ、さらに年金の支給開始年齢を将来的に68～70歳に引き上げることが検討されようとしています。もしそうなれば、この影響を最も受ける年齢層は40～50歳代といえます。もっと若い年齢層は年金不信の考えが根強く、基本的に年金にはあまり期待していない状況であるのに対し、40～50歳代は年金でそこそこの生活を送っている親を目の当たりにし、年金財政が厳しいとは認識しつつも淡い期待を抱いている世代だからです。
「年金も仕事もない」という状況がもし現実のものになるとしたら、私たちはどう対応したらよいのでしょうか。
その選択肢のひとつに「シニア起業」があります。「自分の夢を実現したい」「生涯にわたって自由に仕事がしたい」。動機はいろいろあれど、熟年世代で起業する「シニア起業」が着実に増えているようです。日本政策金融公庫の調査では、起業者に占める50歳以上の比率は、20年前の9人に1人から昨年度は4人に1人になっています。ただ、シニアの強みである長い経験によって培われた知識や経験、幅広い人脈などをフルに活用して情熱を持って挑戦する姿は賞賛に値しますが、現実はそんなに甘くはありません。知識や経験、人脈を過信したり、体力が情熱に追い付かなかったりで、赤字経営や廃業に追い込まれる割合も他の世代に比べて高く、当然相応のリスクを伴っています。それでは「シニア起業」の成功の秘訣は何？と問われた場合、何事においてもそうですが、起業前の事業計画や資金調達などの周到な準備、事業に対する情熱や信念、それを支える健康な体、そして何よりも困難に直面したときに相談できるパートナーの存在にあるといえそうです。
今後も年金が大多数の人の老後生活の柱となることは間違いないでしょうが、国の年金政策に左右されない生きがいのある生活を送りたいものです。　（工藤克己）
